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育によって可能にすることを目指す。中等教育段階（中学校・高等学校）における日本の生徒の理系の職業観がどのよ
うに形成されているかの実態を明らかにし，国際比較を行うとともに，課題を明らかにした。生徒が理系の職業を適切
に理解するための実践手法を開発した。さらに国内と海外における注目される教育上の取り組み事例を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Scientific literacy education must enable students well recognize the importance a
nd usefulness of studying science that are known to be poorly understood by Japanese students. 
This study clarified how Japanese students' career perspective related to science and technology develops 
during the secondary education. Results were compared internationally. Tasks for the improvement were appe
ared. Practical approaches were developed by which students appropriately understand scientific profession
al careers. Notable existing educational approaches in Japan and some other countries were researched and 
reported.
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１．研究開始当初の背景 
科学技術の専門性を有する人材の育成は，

今後もわが国が科学技術で世界をリードし
ていく上で重要な基盤である。しかしながら，
日本の高校 1 年段階の生徒が，将来就きたい
職業として，自然科学や科学技術が関連する
職業を挙げる割合が国際的に低いことがわ
かっている。また，科学に関連する職業に関
する情報が学校から提供されているかの意
識についても，国際的に最低水準となってい
る。さらに，中学 3 年生についても高校 1 年
生の意識の状況と同様であることがわかっ
ており，中学校段階において，科学に関連す
る職業に関する必要な情報が生徒に提供さ
れているとは言い難い。 
普通科高校の多くでは，2 学年から理系か

文系に分かれる教育課程を設定し，そのため
の科目選択を 1 学年時に決定させているが，
その際，生徒の多くが理系の職業や理系進路
についての認識が不十分なまま，理系か文系
の選択をしなければならない可能性がある。
理系文系選択をしなければならない生徒に
とっては，選択次第でその後の大学進学やキ
ャリア選択の方向性が大きく左右される。理
系文系選択時に理系を選択しなければ，その
生徒が将来理系の専門性を要する職業に就
く可能性は著しく狭まる。 
 一方，高度情報化や科学技術が発展した今
日の社会では，理系の専門性を要する職業は
多様化し，従来，文系と思われてきた人文・
社会系のさまざまな分野で，新たな知見を得
たり製品やサービスを開発したりするため
に理系の専門性が必須となりつつある。大学
の学部名の例が多様であるように，学問自体
が分野横断的に発展していることを反映し
て，その名称から理系学部，文系学部と単純
に位置づけることは不適切ないしは無意味
となっている。 
 今日の大学では，物理学や数学といった
個々の学問分野の専門家を育成する学部・学
科が存在するとともに，分野横断的な資質能
力を育成する多様な学部・学科も数多く存在
している。このことは，社会で必要とされて
いる人材のもつべき資質能力が，分野横断的
に多様化していることを反映している。理系
文系の垣根無く，さまざまな資質能力を合わ
せ持つ人材が活躍できる社会へと変化して
きた現れと言える。 
 にもかかわらず，大半の普通科高校では，
理系文系の教育課程を設定し，どちらかに偏
った科目を履修する体系を採っている。かつ，
理系の中でも，少ない科目数の履修で済ませ
る傾向が強く，物理あるいは生物を選択しな
い生徒が多く，地学は開講すらされていない
高校が多い。また，文系を選択した生徒は，
数学と理科については卒業に必要な最小限
の科目と単位を履修するに止まるため，例え
ば数学については微分積分や統計学を履修
せず，理科についても履修範囲はきわめて小
さい。そして大学に進学すると，理系文系の

多様な基礎が必要となるために，大学で高校
水準の勉強を補充しなければならなくなる。 
こうした矛盾の背景には，大学受験制度の

中で，受験に必要となる教科・科目が限られ
ていることから，生徒が受験で課されない教
科・科目の履修を回避する傾向があると考え
られる。過去の調査結果から，文系を選択し
た生徒に，大学でどのような専門的教育を受
けるのかよく理解しないまま，入試科目が合
っていることで進路選択をした生徒が少な
くないことがわかる。また，自分が就きたい
職業がわからないという悩みは，大学生にな
るまで，就きたい職業で必要になる資質能力
を高めるための勉学をしてこなかったこと
を意味しており，高校で受けた教育が，将来
の職業を意識させたキャリア教育としての
進路教育でなく，大学に合格させるための受
験教育となっていた様子が窺える。 
 こうした進路教育に係わる課題は，各生徒
の人生設計に大きく影響する重要な問題で
あるにもかかわらず，わが国において十分議
論されてきていない。文部科学省のキャリア
教育の手引き資料や中央教育審議会の進路
指導に関する報告において，高等学校におけ
る理系文系進路選択に直接関係する記述は
なく，理系文系の選択が関係する進路教育を
どうすべきかの検討は進んでいない。 
 わが国では，中学高校を通じて，科学に関
連する職業に関する生徒の認識が希薄な中，
高等学校普通科で早い段階の理系文系選択
を行わせており，大学進学後の学修に必要と
なる学力や，職業人として活動する上で共通
に期待される基盤的な資質能力が十分育っ
ていない可能性がある。特に，理系の職業観
や進路についての意識が不十分なままに文
系を選択した生徒にとっては，数学や理科に
関わる基盤的な資質能力としての「数学的リ
テラシー」や「科学的リテラシー」が不足し
て，その後の進路選択と職業選択の幅を結果
的に狭めてしまっていると考えられる。中学
高校を通じて，どのように理系の職業観と進
路に関する意識を形成する必要があるのか，
また，理系文系の選択はいかにあるべきかに
ついて，今後の議論を展開する上で有効な研
究調査が必要である。 
 
２．研究の目的 
 本研究は，中等教育段階（中学校・高等学
校）の生徒における理系の職業観と理系進路
の意識形成過程について全国的な実態調査
を実施し，客観的データから教育上の問題点
を明らかにするとともに，理系の職業観と理
系進路の意識形成において良好な学校の特
徴を分析し，問題解決へ向けた示唆を得るこ
とを目的とする。また，理系の職業観と理系
進路の意識形成に有効な取り組みを開発し，
具体的な方策の例として提案する。さらに，
海外の優れた取り組み事例についても調査
し参考として紹介する。 
 



３．研究の方法 
 本研究は，①理系の職業観と理系進路の意
識形成過程に関する全国実態調査，②生徒の
意識の実態が良好な学校の質的調査，③好取
り組み事例の開発，④わが国と海外との実態
比較，および⑤海外での取り組み事例の調査
で構成される。それぞれの研究方法について
は後述する。 
 
４．研究成果 
（１）理系の職業観と理系進路の意識形成過
程に関する全国実態調査 
 中学生と高校生が，各教科の学習にどの程
度の意義や有用性を感じて進路を選択した
り理系や文系を選択したりしているか，また，
学校や学校外での教育的活動や様々な環境
要因がどの程度関係しているか等の実態を
把握するため，平成 23 年 9 月に中学 3 年生
約 6400 人（197 校），高校 1 年生と 3 年生各
約 18000 人（267 校）の無作為抽出による標
本を対象に，生徒に対する質問紙調査と学校
に対する質問紙調査を実施した。 

その結果，明らかとなった主な事柄は，①
自分が「理系」と思う中高生は約 3割である
こと，②数学が好きな生徒が学年とともに減
少すること，③理科が好きな生徒が学年とと
もに減少すること，④小・中学校の時の好き
な教科が理系・文系の選択に関係しているこ
と，⑤約半数の生徒は将来就きたい職業が不
明確で高校 3年生でも約 6割に止まっている
こと，⑥高校 3年で「理系コース」を履修し
ている生徒は全体の 22％であり，彼らの高校
卒業後の進路希望は，34％が工学系，30％が
理学系，22％が医歯薬系，14％が医療福祉分
野実務，12％が農学系（複数希望可）である
こと，⑦「理系コース」の生徒の大学院進学
希望は約 3割であること，⑧文系理系にかか
わらず大半の生徒は自分の夢を実現させる
進路を希望すること，⑨進路選択には希望す
る学校や職場を見学することや進路に関す
る情報誌やホームページを見ることが役立
つと思う生徒が多いこと，⑩関心ある分野の
人と話す機会が進路選択に役立つと思う生
徒は多いがそうした機会は多くないこと，⑪
文系・理系のコース選択は高校１年の秋に集
中していること，⑫高等学校文系コースでは，
大半の生徒が履修する理科は理科総合Ａの
みであること，⑬科学部を設置している中学
校は 21％と少ないこと，⑭理科の自由研究の
指導は，「父親や母親（保護者）」が最も多い
こと，⑮将来，科学技術の専門的職種に就く
ことを希望する生徒は，中学 3 年生で 12％，
高校 1 年生で 17％，高校 3 年生で 16％であ
ること，⑯中学校で，自分が理系であると意
識する生徒の割合と，将来，科学技術の専門
的職種に就くことを希望する生徒の割合は，
いずれも学校間で大きなばらつき（格差）が
見られることなどである。 
 
 

（２）生徒の意識の実態が良好な学校の質的
調査 
 全国実態調査の結果において，生徒の意識
の実態が特に良好である公立中学校２校に
ついて，学校訪問による背景調査を実施した。 
 その結果，明らかとなった主な事柄は，中
学校Ａで，①長期間に及ぶ実態改善のための
取り組みが行われてきたこと，②取り組みは
学校改善に全教職員で取り組むものである
こと，③改善の取り組みが学校の各機能のマ
ネジメントサイクル（ＰＤＣＡ）に明確に位
置づけられていること，④学校の取り組みに
地域が一体となって支援していること，中学
校Ｂで，⑤生徒の進路指導，キャリア教育に
経験豊かな教員が進路指導主任を務め生徒
の主体的なキャリア教育活動を推進してい
ること，⑥理科においても，理科で学ぶこと
が将来何につながるかを日頃から重視して
教えていることなどである。 
 
（３）好取り組み事例の開発 
 科学コミュニケーション支援型理科教育
として，中学生が，実社会の先端科学技術開
発について直接学ぶ機会を提供し，科学技術
への興味・関心を高めるとともに，将来就き
たい職業の選択肢として，先端科学技術の研
究開発に携わりたいというキャリア意識を
育むことを目的とする取り組み事例を開発
した。 
 
①実社会の科学技術を直接学ぶ機会を創出
する取り組みの１つ目は，a.中学校科学部の
生徒による先端科学技術開発の現場訪問を
含む研究調査を行った後，b.全校生徒向けに
科学部の生徒による研究成果発表会，及び同
時に，c.先端科学技術開発の専門家による科
学技術講演会を実施するものである。実施し
た事例の一つは，「石炭火力発電」（協力：電
源開発株式会社 J-Power）を取り上げ，科学
部による石炭火力発電についての調査（磯子
火力発電所）を行った後，科学部生徒による
研究成果の発表会と，先端科学技術開発に携
わる研究者・技術者による講演会を実施する
ものである。その結果，以下が確認された。 
・理科と実社会の先端科学技術開発とを関連
づけることで，エネルギー資源の有効活用と
環境保全への取り組みに関する理解が深ま
った。 
・実社会の先端科学技術開発が自分たちの生
活の向上や日本そして世界の持続的発展に
寄与するものであることを実感できる機会
となった。 
・それによって，科学技術への知的好奇心が
高まった。 
・また，将来就きたい職業の選択肢として，
先端科学技術の研究開発に関わりたいとい
うキャリア意識を育む機会となった。 
・さらに，科学部の生徒が，実社会の科学技
術開発の現場を訪問し調査した成果を校内
で発表させることで，科学部の活動が評価さ



れる機会となるとともに，科学部以外の生徒
にも実社会の科学技術を伝える好機会とな
った。 
 この他に，「放射線の人体影響とその防護」
（協力：独立行政法人放射線医学総合研究
所），「高度情報社会を支える光通信技術」（協
力：日本電信電話株式会社 NTT フォトニクス
研究所）をテーマとした実践事例を開発し実
践したところ，いずれも良好な生徒の意識変
化が確認された。 
 
②実社会の科学技術を直接学ぶ機会を創出
する取り組みの２つ目は，「理系ライフ体験」
である。これは，中学生や高校生が，学校外
で実際に科学に関連した職業に就いている
社会人から，理系の進路や職業について直接
学ぶ機会を提供し，理科学習の意義や有用性
の意識の向上に寄与するとともに，そうした
意識の向上が，理科学習への興味・関心を高
め，将来就きたい職業の選択肢として，科学
に関連する職業に携わりたいというキャリ
ア意識の改善に資するものとなることを目
指す取り組みである。実際の調査では，理系
の専門性を生かした様々な職業で活躍して
いる科学コミュニケータの協力を得た。中学
高校６校で実施した結果，以下が確認された。 
・生徒にとって，理系の進路や職業について
直接学ぶ機会は貴重である。「自分のやりた
いことに向かっていけば苦手分野も克服で
きることが分かった」と，理系に苦手科目が
あっても進路を諦めないでよいことを認識
した生徒，「理系が楽しそうに思えてきた」
と理系の魅力を感じた生徒，「学部選択に当
たっては自分が本当に学びたいことを探究
できるものを選びたい」と大学での専門を積
極的に選ぼうと決意した生徒，「同じ学部出
身でも様々な職業に就いていることを知り
驚いた」と職業選択の多様性を認識した生徒，
「理系は職業が限られると思ったが，かえっ
て選択肢が広いことを知った」と理系の利点
に気づいた生徒など，様々な効果を読み取る
ことができた。 
・特に，理系文系を選択する段階，進学する
大学を検討する段階などで，高校生の切実な
悩みや迷いに有益な情報源となると考えら
れる。 
・情報提供する職種の幅をより拡大してほし
いと希望する生徒がいる。 
 
③実社会の科学技術を直接学ぶ機会を創出
する取り組みの３つ目は，「女性研究者ライ
フ体験」である。これは，女子高生の理系進
路選択とキャリア意識の向上に寄与するこ
とを目的として，科学コミュニケーション支
援型教育として，様々な分野で活躍する女性
研究者から直接学べるキャリア教育機会を
提供する取り組みである。株式会社資生堂の
協力を得て，化学・物理学・医学・農学とい
った様々な自然科学分野で研究職に就いて
いる女性科学者に，高校生に直接，自身の理

系進路や，職業選択の経緯，現在の職業生活
の様子などを語ってもらうイベントを実施
した。サイエンス・カフェに似た話者と司会
者（科学コミュニケータ）が楽しくインフォ
ーマルに語り合う形式で，参加生徒も気軽に
質問できる雰囲気とした。その結果，以下が
確認された。 
・生徒の理系の研究職への関心の程度が，イ
ベントの実施前後で低下した生徒は64名中1
名であり，関心の程度が高まった生徒は 35
名（55％），残りの 28 名は始めから大変関心
があった（16 名）または変わらなかった（12
名）生徒であることから，ある程度の関心を
もっている女子生徒を対象にした理系研究
職への関心を高める取組として，本取組は，
高い効果をもつものといえる。 
・生徒にとって，「普段関わることのできな
い方々と実際にお話して，自分の将来を考え
てみるよいきっかけになりました」，「幅広い
分野の女性科学者から理系進路選択の経緯
や仕事内容を直接学ぶことができた」，「女性
でも世界レベルの研究をできると知りすご
いと思いました。そのような先生も，高校時
代は（具体的な進路を）特に考えていなかっ
たと聞いて，私も頑張ればできるのかもしれ
ない，と少し自信がついた」，「文転を考えて
いたが，苦手な理数科目があっても理系進学
を諦めなくてよいとわかった」，「将来に対す
る不安が和らいだ」など，理系・文系のその
先にある進路がよくわからないままにコー
スを選択しなければならない生徒たちに対
して，対面で進路選択・キャリアに関して率
直なやりとりをする機会は貴重であり，女性
の理系社会人のロールモデルの提示となる。 
・取り組みの手法についても，「実際の研究
に使う道具に触れられてよかった」，「科学コ
ミュニケータがいたので普段の科学者の講
演会よりわかりやすかった」，「科学コミュニ
ケータの仕事に興味をもった」など好評価が
得られた。 
 
（４）わが国と海外との実態比較 
 全国実態調査の結果を，中学 2年段階の生
徒に対する 2011 年の TIMSS（国際数学・理科
教育動向調査），及び高校 1 年段階の生徒に
対する 2006 年の PISA(OECD 生徒の学習到達
度調査）の結果と統合的に分析することで以
下が明らかになった。 
・将来，科学技術の専門的職種に就くことを
希望する生徒の割合は，日本の生徒（高校 1
年段階）は 17％と国際的に低い水準である。 
・同割合は，カナダと米国では約 35％と日本
の約２倍である。 
・カナダと米国では，日本との比較で，特に，
「生命科学・保健関連専門的職業」を希望す
る生徒の割合が高く，日本では，「事務員，
サービス業，販売業」を希望する生徒の割合
が高い。 
・科学技術の専門的職種に就くことを希望す
る日本の生徒の割合は，中学２年段階で約



11％，中学 3年段階で約 12％と，中学生の理
系職業に関する意識が低い。 
 
（５）海外での取り組み事例の調査 
 日本の生徒は，将来，科学技術の専門的職
種に就くことを希望する生徒の割合が国際
的に低いことから，今後の科学技術系人材育
成の参考となる情報を得るために，海外での
取り組み事例を調査した。その結果，主に米
国，オランダ，ドイツで以下の注目される取
り組みが見いだされた。 
 
①米国では，特定の領域で学力の高い生徒を
磁石のように引きつけることでその領域に
特化したカリキュラムを提供しているマグ
ネットスクールの取り組みが注目される。 

メリーランド州モンテゴメリー郡ブレア
高校の訪問調査から，モンテゴメリー郡の高
校では，すべての生徒に対して，基礎水準
(Basic)のコースでは程度が低い生徒に対し
ては，高度水準(Honors)のコース，及び AP
（アドバンスド・プレースメント）のコース
が選択可能となっている。ブレア高校では，
マグネットプログラムの生徒に，AP コース
の内容を含みつつさらに高い水準のコース
が設定されている。高校の後半 2 年間は，生
徒が興味のあるコースを選択し，通常の学校
で学べない水準の（AP を超える）選択科目
を設定し，できる限り高い水準に生徒の能力
を伸ばすよう努めている。すべての生徒が 4 
年次に行う「研究プロジェクト」では，大半
の生徒が研究領域の専門家であるメンター
（殆どは博士）の指導の下で研究する。3 年
次と 4 年次の間の夏休みにはインターンシ
ップで NIH や NASA などさまざまな研究機関
に生徒を受け入れてもらい，生徒はそこでメ
ンターから指導を受けながら本物の研究に
携わる。4 年次に研究を発展させ，その成果
を 4 月に行う発表会で発表する。このため，
殆どの生徒は，大学入学前に実際の研究機関
での研究経験を有している。課外活動は盛ん
で，科学技術関連のクラブ活動も多様に存在
し，教員がコーチを努めている。学校の巨大
なオープンスペースには，コンテストや競技
会で受賞した記念楯が数多く飾られている。 
モンテゴメリー郡では，すべての小学校，

中学校，高校の全学年で，同学年段階と上学
年段階の教材を含む発展的な学習が可能と
なっているのに加えて，科学研究コンテスト
をはじめ，多様な機会が提供されている。 
 
②オランダでは，2000 年以降，中等学校から
大学や高等職業教育機関の科学技術系学部
に進学することを促すキャンペーンを実施
したが，減少傾向に変化は見られなかった。
そのため，学校での科学技術教育を支援する
ための新たな施策が模索され，Platform Beta 
Techniek（PBT）と Jet-Net という 2 つの組
織が活動を展開しており，社会的な連携体制
の中で，理系キャリア教育に取り組む効果的

な活動として注目される。 
PBT は，オランダ政府が，科学技術系大学

生について 2000 年と比較して 2007 年に入
学者数を 15％増加させ，2010 年に卒業者数
を 15％増加させることを目標として，2004
年に設立された。その施策は，初等教育段階，
中等教育段階等の教育種別に策定され，相互
に連携して実施されている。その結果，入学
者数は 2000 年と比較して 2008 年は 16.2%
増加し，目標を 1 年遅れて達成した。大学お
よび高等職業学校における科学技術系コー
スの入学者全体に占める女性の割合は，2000 
年の 21.2%から 2008 年には 24.5%にまで増加
した。 
Jet-Net は，オランダの企業が，科学技術

系人材の不足の問題に対処するために，教育
文化科学省と経済省，中等学校，および産業
団体と連携して，2002年 11 月に設立された。
大学や高等職業教育の科学技術系分野に進
学する中等学校の生徒数が増えるように，中
等学校の科学技術関連の教科の内容に最先
端の企業活動の現場の状況を関連づけて，生
徒の科学技術に対する興味を高めるための
施策を実施している。さらに，科学技術系の
職業に対する生徒の理解を深めるための支
援を行っている。 
PBT と Jet-Net は，施策の実施にあたり，

教育機関の連携，教育と企業の連携，および
教育・企業・行政との連携を重視している。
さらに学校が施策を自ら計画して実施する
ように学校側の積極的な関与を促している。
オランダの科学技術系の大学入学者の数は，
2003 年以降増加傾向に転じ，科学技術教育支
援施策の有効性が確認されている。 
 
③ドイツでは，1996 年以降，児童生徒が学校
外の施設（ラボ）で自ら実験観察などを行う
ことを通じて理科への興味・関心を高める講
座「Schulerlabor」が普及していて，学校と
研究機関，大学，博物館，理科教育センター
などが連携して，各分野の専門の研究者や科
学者が指導に参画している。提供されている
講座は，化学，物理，生物，技術，情報，数
学，地学，医薬学，総合など多様であり，対
象学年も 1 学年から 13 学年まで初等中等教
育のすべての学年に対応している。約 6割の
講座の提供主体が，大学・研究機関である。
2008 年に全国で，Schulerlabor に参加した
児童生徒数は約 41 万人で，初等中等教育段
階の全児童生徒数の約 4％に相当する。 
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